
(単位：千円)

方向性①　脱炭素社会の構築に向けたグリーン経済の推進

排出 継続 1

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業
（旧：①省エネルギー・コスト削減実
践支援事業②クリーンエネルギーみや
ぎ創造チャレンジ事業③再生可能エネ
ルギー等設備導入支援事業）

環境政策課 281,411

排出 継続 2
みやぎ新エネルギー・環境関連産業振
興加速化事業

環境政策課 17,170

排出 継続 3
再生可能エネルギー地域共生推進事業
（旧：①太陽光発電設備保守点検等推
進事業②風力発電導入推進事業）

再生可能エネ
ルギー室

2,000

排出 新規 4
太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル
等導入促進事業

再生可能エネ
ルギー室

25,000

方向性②　地域特性を生かしたエネルギーの利用の推進

排出 継続 5
再生可能エネルギーを活用した地域づ
くり支援事業

再生可能エネ
ルギー室

17,640

排出 継続 6 J-クレジット導入事業
再生可能エネ
ルギー室

1,380

排出 継続 7
せせらぎ水路小水力発電普及推進事業
（内川松沢地区）

農村整備課 6,950

排出 新規 8
木質バイオマス暖房機の施設園芸分野
への利用促進事業

農業・園芸総
合研究所

5,996

方向性③　脱炭素社会の構築に向けた生活様式の普及促進

排出 継続 9
2050ゼロカーボン推進事業
（旧：みやぎ地球温暖化対策推進事
業）

環境政策課 39,526

排出 継続 10 スマートエネルギー住宅普及促進事業
再生可能エネ
ルギー室

285,360

方向性④　次世代エネルギーの普及促進

排出 継続 11 燃料電池自動車導入推進事業
再生可能エネ
ルギー室

80,795

排出 継続 12
水素ステーション導入促進事業
（旧：スマート水素ステーション運営
事業）

再生可能エネ
ルギー室

11,055

排出 継続 13 水素エネルギー利活用普及促進事業
再生可能エネ
ルギー室

8,890

小　計 783,173

方向性①　森林の多面的機能の維持・強化

吸収 継続 14
森林認証取得等支援事業
（旧：森林マネジメント認証普及促進
事業）

林業振興課 2,700

吸収 継続 15
みんなの森林づくりプロジェクト推進
事業

林業振興課 3,240

吸収 継続 16 温暖化防止間伐推進事業 森林整備課 143,624

吸収 継続 17
チャレンジ！みやぎ500万本造林事業
（旧：温暖化防止森林更新推進事業）

森林整備課 95,000

吸収 継続 18 環境林型県有林造成事業 森林整備課 20,861

吸収 継続 19
マツ林景観保全事業
（旧：特別名勝「松島」松林景観保全
対策事業）

森林整備課 36,000

吸収 継続 20
ナラ林保全対策事業
（旧：里山林健全化事業）

森林整備課 21,983

吸収 継続 21
みやぎ防災林はぐくみ育てる実践事業
（旧：みやぎ防災林パートナーシップ
事業）

森林整備課 4,894

方向性②　持続可能な森林づくりに向けた木材利用の推進

吸収 継続 22

県産材利用サステナブル住宅普及促進
事業
（旧：県産材利用エコ住宅普及促進事
業）

林業振興課 267,891

吸収 継続 23
みんなで広げる「木育」活動推進事業
（旧：木の香るおもてなし普及促進事
業）

林業振興課 12,600

吸収 継続 24

みやぎ型木質バイオマススマートタウ
ン構築事業
（旧：木質バイオマス広域利用モデル
形成事業）

林業振興課 19,467

吸収 継続 25
みやぎＣＬＴ普及促進事業
（旧：ＣＬＴ建築普及促進事業）

林業振興課 68,902

小　計 697,162

方向性①　産業における気候変動適応策

適応 継続 26
海水温上昇に対応した持続的養殖探索
事業

水産業基盤整
備課

6,549

適応 新規 27
主要露地野菜生産に関する温暖化適応
技術開発事業

農業・園芸総
合研究所

3,996

適応 新規 28
キク類栽培における気候変動への適応
推進事業

農業・園芸総
合研究所

3,500

令和３年度みやぎ環境税活用事業　配分一覧表

視点 方向性
新継
等別

No. 事　　業　　名 課室名
R3予算

(税充当額)
区分

　水素エネルギーに対する有用性や安全性等の認知度向上に向けて，普及啓発資材
を作成するほか，体験イベント等を開催する。

事　業　内　容

１
　
脱
炭
素
社
会
の
推
進

　事業活動に伴う環境負荷低減を図るため，省エネ・再エネの設備導入や研究開発
等に要する経費の一部助成等により，県内事業者による二酸化炭素排出削減の取組
を支援する。

　県内の環境負荷低減と地域経済発展の両立を図るため，県内事業者による環境負
荷の低減に資する環境関連設備，デバイス等の製品開発に要する経費の一部を助成
する。

　太陽光発電事業について，適切な保守点検・維持管理を行う環境整備や地域と共
生した発電事業の実施が行われるよう理解促進を図るため，研修やセミナーを開催
する。

　EVとの組み合わせや第三者所有による太陽光発電の導入を推進することにより，
従来の売電モデルから，自家消費などを含む「需給一体型」の再生可能エネルギー
活用モデルの促進する。

　再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントを活用したまちづくり「エコタウ
ンの形成」を促進するため，市町村と連携して取組を実施する事業者に調査等経費
の助成を行うとともに，県内外の先進的なエコタウンの取組についての発信等を行
うなど，市町村への支援を行う。

　県内に設置された住宅用太陽光発電設備から発電された電力の全部又は一部を自
家消費することで生み出される環境価値を国の「J-クレジット」制度を活用して，
「見える」化・売却し，その売却益を環境教育事業等に充当させ，県民の環境意識
の醸成を図る。

　大崎市（内川松沢地区）において小水力発電導入のための施設整備工を行う。

　木質バイオマス暖房機によるCO2削減効果を検証し，現在主流となっている重油暖
房機との組み合わせによる最適な活用方法を実証し，施設園芸分野での木質バイオ
マス利用技術の活用促進を図る。

　2050年ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策と気候変動適応策の必要
性に関する普及を目指し，アフターコロナ時代を見据えた認知向上と行動の実践に
向けた普及啓発施策を総合的に実施する。

　家庭からの二酸化炭素排出量の削減や災害時などに電気や熱を確保できる住まい
の普及に向け，太陽光発電システム，蓄電池，家庭用燃料電池等の設置及び住宅の
省エネ改修に対する助成などを行う。

　日常生活に身近な水素エネルギーの利活用推進のため，燃料電池自動車（ＦＣ
Ｖ）及びタクシーの導入支援，燃料電池バス（ＦＣバス）の路線運行支援，カーレ
ンタルの導入実証に取り組むほか，各種イベントへのＦＣＶ公用車の貸出や試乗会
の開催により，ＦＣＶの認知度向上を図る。

　県が整備した再生可能エネルギーを活用した小型・自家用のスマート水素ステー
ション（ＳＨＳ）の保守点検などの維持管理を行う。

２
　
森
林
の
保
全
及
び
機
能
強
化

　持続可能な森林管理・経営を県内に広く普及させ,森林の健全化を推進するととも
に，二酸化炭素吸収機能の強化を図るため,森林認証と取得等の支援や普及啓発する
ことで,社会全体で持続可能な森林を支える体制づくりを図る。

  里山等の森林を整備する活動に対して支援を行い，森林環境への理解と地球温暖
化防止への意識を醸成する。

　森林の二酸化炭素吸収機能等を強化するための間伐や，これらと一体的に行う森
林作業道整備に対する補助を行う。

　森林の若返りによって温室効果ガスの吸収機能を高め，地球温暖化防止を図るた
め，低コスト造林の実証や花粉発生源対策への取組を進めながら再造林を推進する
もの。

　県行造林地の伐採跡地に県が再造林を実施した箇所において，保育等の適切な森
林整備と管理を行い，二酸化炭素吸収や生物多様性の保全など，森林の多面的機能
の強化を図る。

　マツ植栽によるマツ枯れ跡地のマツ林再生，樹幹注入による重要なマツの保全及
び被害処理木の搬出・利用を行い，特別名勝「松島」地域を中心とした景観保全対
策を実施。また，ICTの活用による新たな保全対策を行う。

　ナラ枯れ被害の拡大を防止するため，被害木の駆除対策に係る経費の一部を助成
する。また，ナラ林の伐採・利用を促進し，ナラ林の更新・再生を促進するため，
伐採に係る経費の一部を助成する。

　津波被害から再生した海岸林が，将来にわたって適切に維持されるようＮＰＯ等
と連携し，海岸林の保育整備を行うとともに，イベント等を通して震災の教訓伝承
と交流人口の拡大を図る。

　二酸化炭素吸収源対策を推進するため，県産材を使用した木造住宅の新築・リ
フォーム等を推進するとともに，子育て世代や県外からの移住希望者に対して，積
極的に情報発信を行い，県産材の利用拡大と定住促進を図る。

　木の良さや木材を使用する意義を広め，森林・林業・木材産業に対する県民理解
の醸成を図るとともに，未来を担う全ての子供の健やかな成長を後押しするため，
県産木製品等を用いた「木育」活動の普及促進を図る。

　地域完結型の木質バイオマスの利活用システムを構築するため，未利用間伐材等
の収集や搬出，燃料製造等の各段階で新しい雇用を創出するとともに，施設栽培等
の低コスト化や地域通貨創設による地域経済の活性化を図る。

　県産ＣＬＴの「トータルコスト低減」やあらゆる場面で活用するための取組を推
進することで，新たな木材需要の創出による温暖化対策（CO2固定化）や森林資源活
用，エネルギーロスの少ない建物の普及を図る。

　海水温上昇が本県養殖業に与える影響が懸念されることから，高水温環境に適応
可能な海藻等の増養殖試験を行うとともに，ブルーカーボン（海藻等による二酸化
炭素吸収効果）の考え方について漁業関係者に普及啓発を図る。

　現状の気候条件に適応する新しい作型，品種，栽培方法等を策定し，技術の普及
啓発を図り，県内野菜生産量の向上に寄与する。

　キク類栽培で高温耐性を有し赤色LED電照栽培で開花調節効果が高い品種につい
て，８・９月の需要期出荷向けの開花調節技術を県内地域別に確立する。また，高
温障害発生条件を解明し，高温対策技術の効果検証と技術の普及啓発を図る。

３
　
気
候
変
動
の
影
響
へ
の
適
応

資料６－２



視点 方向性
新継
等別

No. 事　　業　　名 課室名
R3予算

(税充当額)
区分 事　業　内　容

適応 新規 29
LEDを用いたブドウ及びリンゴの着色
促進効果の検証事業

農業・園芸総
合研究所

2,276

適応 新規 30
気候変動に適応した農業技術の効果的
な社会実装事業

農業・園芸総
合研究所

8,018

適応 新規 31
温暖化に対応した高温に強いイネづく
り開発普及推進事業

古川農業試験
場

4,375

適応 新規 32
地球温暖化に対応した作物病害虫管理
技術の構築事業

古川農業試験
場

3,896

方向性②　生活における気候変動適応策

排出 継続 9 〔再掲〕2050ゼロカーボン推進事業 環境政策課 (39,526)

排出 継続 10
〔再掲〕スマートエネルギー住宅普及
促進事業

再生可能エネ
ルギー室

(285,360)

小　計 32,610

方向性①　生物多様性の総合的推進

その他 継続 33 生物多様性総合推進事業 自然保護課 900

その他 継続 34 希少野生動植物保護事業 自然保護課 2,650

その他 継続 35
野生鳥獣適正保護管理事業（ニホンジ
カ・イノシシ個体数調整）

自然保護課 13,475

その他 継続 36 狩猟者確保対策事業 自然保護課 4,960

その他 継続 37
野生鳥獣適正管理事業（鳥獣被害対策
専門指導員等配置）

自然保護課 44,014

その他 継続 38
野生鳥獣生息状況調査事業（カワウ調
査）

自然保護課 5,270

方向性②　自然・海洋環境の保全・再生と次世代への継承

その他 継続 39

湿地環境保全・利活用事業
（旧：①伊豆沼・内沼よみがえれ在来
生物プロジェクト事業，②みやぎの世
界湿地魅力発信事業）

自然保護課 26,068

吸収 継続 40 環境緑化推進事業（百万本植樹事業） 自然保護課 3,000

その他 継続 41 蒲生干潟見守り事業 自然保護課 1,700

その他 継続 42 金華山島生態系保護保全対策事業 自然保護課 1,000

その他 継続 43
昭和万葉の森管理事業（アカマツ林保
全事業）

自然保護課 1,730

その他 継続 44 自然公園湿原植生回復推進事業 観光課 5,841

その他 継続 45
持続可能なみやぎの漁場環境づくり推
進事業

水産業基盤整
備課

3,312

その他 新規 46
宮城県森林インストラクター養成講
座・受講生サポート事業

自然保護課 803

小　計 114,723

方向性①　地域循環共生圏形成に向けた人材育成

その他 継続 47 自然の家人と自然の交流事業 生涯学習課 1,497

その他 継続 48 みやぎ環境税広報事業 環境政策課 6,325

その他 継続 49
みやぎエコ推進バス運行補助事業
（旧：みやぎエコ・ツーリズム推進事
業）

観光課 950

方向性②　環境教育の一層の充実

その他 継続 50 児童・生徒のための環境教育推進事業 環境政策課 2,440

その他 継続 51 ルルブル・エコチャレンジ事業 教育企画室 2,436

小　計 13,648

1,641,316

320,099

1,961,415

　高温登熟性に優れる育成系統や既存品種を比較栽培し，有望系統を選定するとと
もに，栽培管理による対応策を実施した場合の品質を検証する。また，高温登熟性
に関連したＤＮＡマーカーを開発する。

　夏期高温により被害拡大が懸念される作物病害虫について，各病害虫に適した発
病抑制技術，農薬低減防除技術，生物農薬による防除体系の開発を行う。

　気候変動適応に関してSNSでの広報やセミナーを開催することにより，日々の生活
における気候変動適応の重要性の定着を図る。

　ブドウやリンゴについて，成熟期の高温による着色不良の回避及び品質向上を図
るため，LEDライトの近接照射（収穫前後）による着色促進効果を明らかにし，生産
現場での活用を検討するとともに，開発技術の普及推進を図る。

　既に開発された技術あるいは開発過程にある気候変動適応技術について，展示実
証ほを通じた生産者への展示等を行うとともに，オープンラボの機能を活用して，
生産者への情報発信を行うことにより，現地への速やかな社会実装を図る。

　既存住宅の断熱性能を高める改修工事を推進することで，外気温度の上昇による
室内温度の上昇を防ぎ，家庭での熱中症予防に繋げる。

４
　
生
物
多
様
性
，
自
然
・
海
洋
環
境
の
保
全

　宮城県生物多様性地域戦略を総合的に推進するため，戦略を支える多様な主体に
よる推進会議を開催し，意見交換を行うとともに，生物多様性に関する理解促進の
ための普及啓発事業や各種推進事業等を行う。

　希少な野生動植物の保護管理を推進するため，生息の現状や変化を継続的に調査
しデータ管理を行うとともに，保護方策について専門家から意見を聴取する。

　生息域拡大が著しいニホンジカ・イノシシの個体数の適正管理に向けた取組を強
化するとともに，有害鳥獣捕獲隊員の確保に資するハンター養成講座を実施する。

　減少・高齢化している狩猟者を確保し育成するため，猟友会会費を助成すること
で狩猟者の負担軽減を図るとともに，市町村の担い手育成事業を支援する。

　鳥獣被害対策専門指導員等を地方振興事務所に配置し，イノシシ等野生鳥獣によ
る農林業被害の低減，狩猟者の確保・育成，地域生態系の保全を図る。

　水産業に影響を与えているカワウについて，県内での分布域や個体数等の生息状
況を調査し，保護管理策を検討する。

　昭和万葉の森のアカマツ林において，松くい虫被害木を伐採，チップ化し同施設
内での資源の有効利用を図る。併せて，林業技術総合センターと協働で「お手植え
の松」の後継樹を育成する。

回復保全対策の検証を行い，必要に応じて対策修正検討を行うための学術的植生モ
ニタリング調査を実施する。

県事業計
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　県内３か所にある県立自然の家（蔵王，松島，志津川）において，立地を生かし
た様々な自然体験活動プログラム（登山，シュノーケリング等）を通して，人と自
然が調和して生きる大切さに気付ける人材の育成を図る。

　みやぎ環境税活用事業の内容や実績等について，県政だより(年２回)・新聞媒体
(年１回)を用いて県民に広く周知する。

　観光地の環境保全を図りながらエコ意識の向上を促すため，観光地における循環
バス等の運行経費を助成する。

　県内の児童・生徒等を対象として，質の高い環境教育の機会を提供する体制を確
保するとともに，ＮＰＯ・学校・行政等の協働での取組を促進し，持続可能な社会
の実現に向けて環境に配慮した行動を主体的に実践できる人材の育成を図る。

※ 県実施事業の区分別内訳 1,641,316千円【排出源対策47.7%(783,173千円)　　吸収源対策42.7%(700,162千円)　　適応策2.0%(32,610千円)　　その他7.6%(125,371千円)】
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市町村事業

合　計

　海の砂漠化と言われる「磯焼け」対策として，現況調査・食害生物の除去・海藻
種苗投入や母藻移殖を実施し，早期の藻場回復を図る。

　森林インストラクター講座（県主催）の受講費を軽減することにより受講促進を
図る。

　多種多様な生物が生息する淡水湖沼の生態系を有していた伊豆沼・内沼への再生
を目指し，「クロモ（沈水植物等）」，「ヌカエビ」等の目標生物等を増加させる
ための自然再生事業を実施するとともにワイズユースを推進するもの。

　市町村の公共施設等を対象に緑化木を配布し，地域住民等による自主的な緑化推
進活動を支援する。

　蒲生干潟の現状把握と継続的なモニタリングを行い，自然環境を保全及び利用す
るための課題を整理するとともに，鳥類の営巣環境や希少植物を保全するための標
識設置等により，蒲生干潟における生物多様性を保全する。

　金華山島の生態系や森林機能の根幹をなすブナやイヌシデなどの稚樹をシカの採
食から守る防鹿柵の維持・補修等や植生の確認を行うことにより，草原化を防ぎ，
島内の多様な動植物を保護する。

　子供の基本的生活習慣の確立に向けた取組であるルルブル（しっかり寝ル・きち
んと食べル・よく遊ブで健やかに伸びル）と併せて，節電による二酸化炭素の削減
効果など，エコ活動の大切さを伝える環境教育を実施し，各家庭での環境配慮行動
の動機付けを図る。

※ 網掛けは新規充当事業

※ 適応策：気候変動の影響に対応し，被害を回避・軽減するための対策。単独で対策となり得るほか，排出源対策・吸収源対策・その他対策の一部にも含まれる場合がある。

※ （　）書きの充当額は各視点の小計金額に算入しない


